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このようなこと が決まりました 　

平
成
30
年
第
３
回
議
会
定

例
会
は
、
９
月
６
日
か
ら
12

日
ま
で
の
７
日
間
の
日
程
で

開
か
れ
ま
し
た
。

　

町
道
の
認
定
・
廃
止
、
補

正
予
算
な
ど
が
提
出
さ
れ
、

い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

　

内
容
は
次
の
と
お
り
で

す
。

町道の廃止    

【人　事】

～教育委員会委員の任命同意～

谷津田尊之氏（再任）

任期：平成30年10月1日

　　　～４年間

【主な補正予算】～追加補正～
・平成30年7月豪雨災害に伴う見舞金

300万円
・双葉駅西地区復興拠点に係る補償費

6億8,000万円
・町税還付金

7,292万3千円
・営農再開ビジョン策定業務委託料

� 1,810万円

中野地区復興産業拠点整備に係る町道路線を整備するため
道路法第10条第１項の規定に基づき廃止する

路線
番号 路線名

起　点
総延長

終　点

112 中野・郡山線
大字中野字高田106-1 番地先から

1,242.6ｍ
大字郡山字五番106 番地先まで

334 塚の前・根田線
大字中野字塚ノ前49-1� 番地先から

735.1ｍ
大字郡山字根田67-2 番地先まで

447 竹の花・細田線
大字中野字竹ノ花28 番地先から

720.7ｍ
大字両竹字細田2 番地先まで

448 竹の花・深町線
大字中野字竹ノ花50 番地先から

387.1ｍ
大字中野字深町36 番地先まで

449 久保前・稲荷 線
大字中野字深町21　　 番地先から

507.1ｍ
大字両竹字南観音堂4 番地先まで
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このようなこと が決まりました第３回
定　例　会
９月６日・７日・12日

町道の認定    
中野地区復興産業拠点整備に係る町道路線を整備するため
道路法第８条第１項の規定に基づき認定する

路線
番号 路線名

起　点
総延長

終　点

112 中野・郡山線
大字中野字谷地前78-1 番地先から

1,019.2ｍ
大字郡山字五番106 番地先まで

334 原田・根田線
大字中野字原田1 番地先から

381.6ｍ
大字郡山字根田67-2 番地先まで

447 細田・一町田線
大字両竹字細田15 番地先から

408.9ｍ
大字両竹字一町田9 番地先まで

449 深町・南観音堂線
大字中野字深町36 番地先から

318.1ｍ
大字両竹字南観音堂2-2 番地先まで

511 中野産業団地１号線
大字中野字舘ノ内7 番地先から

1,081.5ｍ
大字中野字堂ノ前2 番地先まで

512 中野産業団地２号線
大字中野字江又29 番地先から

748.3ｍ
大字中野字原田17 番地先まで

513 中野産業団地３号線
大字中野字塚ノ前5 番地先から

597.4ｍ
大字中野字深町56 番地先まで

514 中野産業団地４号線
大字中野字舘ノ内8 番地先から

108.1ｍ
大字中野字江又36 番地先まで

515 中野産業団地５号線
大字中野字塚ノ前9 番地先から

109.6ｍ
大字中野字原田4 番地先まで

516 中野産業団地６号線
大字中野字竹ノ花49 番地先から

450.8ｍ
大字中野字宮ノ脇31 番地先まで

517 中野産業団地７号線
大字中野字竹ノ花50-1 番地先から

324.1ｍ
大字中野字宮ノ脇21-2 番地先まで
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９月定例会の採決状況
件　　　名 議 決 結 果

町道路線の廃止について 原案可決

町道路線の認定につて 原案可決

双葉町営住宅条例の一部改正について　　　　　　　　　（大畑・町西住宅用途廃止） 原案可決

平成30年度双葉町一般会計補正予算(第３号)　　　　　　  総額257億3,511万円２千円 原案可決

平成30年度双葉町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）　総額13億2,489万７千円 原案可決

平成30年度双葉町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）  　   総額２億4,563万円 原案可決

平成30年度双葉町工業団地造成事業特別会計補正予算（第１号）　 　総額36万６千円 原案可決

平成30年度双葉町介護保険特別会計補正予算（第１号）　　　　　総額11億7,574万円 原案可決

平成30年度双葉町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）　　総額5,552万１千円 原案可決

平成29年度双葉町一般会計決算の認定について　　　　　　 認　 定

平成29年度双葉町国民健康保険特別会計決算の認定について 認　 定

平成29年度双葉町公有林整備事業特別会計決算の認定について 認　 定

平成29年度双葉町公共下水道事業特別会計決算の認定について 認　 定

平成29年度双葉町工業団地造成事業特別会計決算の認定について 認　 定

平成29年度双葉町介護保険特別会計決算の認定について 認　 定

平成29年度双葉町後期高齢者医療特別会計決算の認定について 認　 定

双葉町教育委員会委員の任命について 同　 意

議会のライブ中継をご覧ください。
議会本会議の様子をインターネットのライブ中継でご覧いただけます。録画中継の配信も行っています。
町貸出のタブレット端末からの検索方法は次のとおりです。
（全員協議会の様子は、録画中継でご覧いただけます。）

メニュー画面　⇒　インターネット便利帳　⇒　双葉町議会ライブ中継
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平成29年度決算
【一般会計・特別会計決算】

歳　入　２１９億９，７６３万７，０９３円
歳　出　２１０億８，４３３万２，０７３円
差　引　　　９億１，３３０万５，０２０円

　
平成29年度決算は上記のとおり認定されました。
詳しい内容は、「広報ふたば11月号」４～６ページをご覧下さい。

双葉町一般会計・特別会計歳入歳出決算
　及び基金運用状況に関する意見書

【総合審査意見】

　平成29年度双葉町一般会計並びに特別会計の審査については、予算執行状況は適正と認められ
ました。
　一般会計並びに特別会計について、歳入決算総額は、前年度に比べ80億2,183万3,764円（57.4％）
の増、歳出決算総額は、79億2,099万3,353円（60.2％）の増となっています。不納欠損額については、
一般会計、特別会計、あわせて171万8,817円、収入未済額は５億544万5,363円です。
　財政健全化指標のうち、実質公債費比率は8.8％（３ヵ年平均）で、早期健全化基準の25％を大
幅に下回り、前年度より1.0ポイント改善しています。
　基金は、前年度より54億7,649万5,053円増加し、現在高は613億9,600万2,174円となっていま
す。町の復興を推進していく財源として、後年度の財政負担軽減のためにも、今後も適切かつ効率
的な運用に努めていただきたい。　
　各事業において、その多くが国・県から交付される依存財源により執行されています。復興庁は、
「復興・創生期間」を平成32年度までとしており、これにより財源確保ができなくなれば、これま
でと同様の事業継続は困難です。国・県への要望の継続と並行し、将来を見据えた自主財源の確保、
事業見直し等の検討を進める時期にあると思われます。
　以上、申し上げまして、平成29年度の決算審査にかかる意見とします。
　　　　平成30年９月

� 双葉町監査委員　石　川　雄　彦
� 双葉町監査委員　清　川　泰　弘

石川代表監査委員
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一般質問

町
政
を

問
う

【一般質問とは】
　議員が町の行政全般にわたり、執行機関に対し事務の執行の状況及び将来に対する
方針等について所信をただすものです。

議 員 ４ 名 が 質 問

� 羽 山 君 子 議 員

１．農地の除染について
２．特定復興再生拠点整備事業に係る用地取得　

及び物件補償について
３．国に対する要望について
４．中間貯蔵施設整備等影響緩和交付金について

 菅 野 博 紀 議 員

１．双葉町復興について
２．避難生活について
３．財政について

 尾 形 彰 宏 議 員

１．区長会の組織強化について
２．復興シンボル軸周辺の除染と景観について
３．双葉町復興見学バスツアーについて

 高 萩 文 孝 議 員

１．復興まちづくり会社ついて
２．中野地区復興産業拠点について 
３．アーカイブ拠点施設等について
４．帰町に向けた検討について
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農 地 の 除 染
問

答

町は農地全体の除染について、どのような取り組みをす
るのか。
町として重要な課題と考えており、特定復興再生拠点内
の農地の除染を最優先に考えている。

質
　
問

　

町
は
農
地
全
体
の
除
染
に

つ
い
て
ど
の
よ
う
な
取
り
組

み
を
す
る
の
か
。

町
　
長

　

農
業
の
再
生
は
、
町
と
し

て
重
要
な
課
題
と
考
え
て
お

り
、
特
定
復
興
再
生
拠
点
内

の
農
地
の
除
染
を
最
優
先
に

考
え
て
い
ま
す
。

　

営
農
再
開
ま
で
の
期
間
の

農
地
を
保
全
管
理
す
る
組
織

づ
く
り
が
重
要
な
課
題
で
あ

り
、
こ
の
課
題
を
解
消
す
る

た
め
に
、
該
当
す
る
地
域
の

農
業
者
の
方
々
と
営
農
を
再

開
す
る
た
め
の
諸
問
題
等
も

含
め
て
、
話
し
合
い
を
始
め

ま
し
た
。

　

ま
た
、
農
地
除
染
の
実
施

に
つ
い
て
、
早
期
に
取
り
組

む
よ
う
、
国
へ
要
望
し
て
ま

い
り
ま
す
。

特
定
復
興
再
生
拠
点

整
備
事
業

質
　
問

　

事
業
の
用
地
取
得
単
価
及

び
物
件
補
償
基
準
は
、
中
間

貯
蔵
施
設
整
備
事
業
の
単
価

及
び
基
準
と
同
一
な
の
か
。

町
　
長

　

用
地
取
得
単
価
は
、
事
業

の
土
地
の
所
在
箇
所
や
条
件

が
異
な
る
た
め
必
ず
し
も
同

一
価
格
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

公
共
事
業
に
よ
る
土
地
買

収
価
格
に
つ
い
て
は
、
契
約

時
点
に
お
け
る
社
会
情
勢
及

び
近
隣
地
域
の
土
地
取
引
事

例
価
格
や
不
動
産
鑑
定
士
の

鑑
定
価
格
な
ど
を
基
に
決
定

し
て
お
り
、
土
地
買
収
価
格

決
定
に
係
る
基
本
的
な
算
定

基
準
に
つ
い
て
は
ど
ち
ら
も

同
じ
で
す
。

　

物
件
補
償
額
の
算
定
に
当

た
っ
て
は
、
国
、
町
共
に
用

地
対
策
連
絡
協
議
会
の
「
公

共
用
地
の
取
得
に
伴
う
損
失

補
償
基
準
」
を
使
用
し
て
お

り
、
中
間
貯
蔵
施
設
整
備
事

業
と
特
定
復
興
再
生
拠
点
整

備
事
業
で
は
、
契
約
時
点
が

違
う
た
め
経
年
変
化
等
に
よ

る
差
異
は
生
じ
る
も
の
の
基

準
及
び
単
価
は
同
一
の
も
の

を
適
用
し
て
い
ま
す
。

【中間貯蔵施設整備等影響緩和交付金基金】

積　立 取　崩

積立当初基金 389億円 －

生活サポート
補助金 － 9億1,550万2,561円

勿来酒井団地
商業施設初期
投資補助金

－ 2,250万円

利　子 1億1,268万1,586円 －

現在高
（平30.3.31） 380億7,467万9,025円

国
に
対
す
る
要
望

質
　
問

　

国
に
対
す
る
町
民
の
生
活

支
援
に
関
す
る「
要
望
内
容
」

と
回
答
内
容
は
。

町
　
長

　

こ
れ
ま
で
も
国
の
新
年
度

の
概
算
要
求
時
期
や
、
そ
の

他
色
々
な
機
会
を
捉
え
て
要

望
活
動
を
行
っ
て
き
て
お
り

ま
す
が
、
本
年
は
去
る
７
月

２
日
に
、
双
葉
町
の
復
興
に

向
け
た
様
々
な
課
題
に
つ
い

て
、
復
興
大
臣
を
は
じ
め
、

多
く
の
政
務
の
方
々
に
直
接

要
望
書
を
手
渡
し
し
、
町
の

厳
し
い
現
状
と
復
興
に
向
け

た
課
題
に
つ
い
て
説
明
し
ま

し
た
。

　

生
活
支
援
に
つ
い
て
も
、

高
速
道
路
の
無
料
措
置
の
延

長
や
医
療
費
等
の
減
免
措
置

の
継
続
な
ど
引
き
続
き
の
充

実
を
強
く
求
め
て
お
り
、
回

答
に
つ
い
て
は
、
そ
の
際
対

応
い
た
だ
い
た
方
々
か
ら
、

町
の
現
状
と
要
望
内
容
に
つ

い
て
一
定
の
ご
理
解
を
い
た

だ
い
た
と
考
え
て
い
ま
す
。

中
間
貯
蔵
施
設
整
備
等

影
響
緩
和
交
付
金

質
　
問

　

交
付
金
の
使
途
と
基
金
の

現
在
高
は
。

町
　
長

　

平
成
27
年
３
月
に
交
付
さ

れ
た
３
８
９
億
円
を
中
間
貯

蔵
施
設
整
備
等
影
響
緩
和
交

付
金
基
金
に
積
立
を
し
、
こ

れ
ま
で
生
活
サ
ポ
ー
ト
補
助

金
事
業
と
勿
来
酒
井
団
地
商

業
施
設
初
期
投
資
補
助
金
事

業
の
２
事
業
の
財
源
と
し
て

基
金
の
取
り
崩
し
を
行
っ
て

ま
い
り
ま
し
た
。

　

平
成
30
年
３
月
31
日
現
在

で
、
総
額
９
億
３
８
０
０
万

２
千
５
６
１
円
の
基
金
取

崩
、
現
在
高
は
、
３
８
０
億

７
４
６
７
万
９
千
２
５
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

羽
山
君
子
議
員
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菅
野
博
紀
議
員

質
　
問

　

復
興
の
拠
点
を
つ
く
る
た

め
に
、
土
地
の
鑑
定
を
不
動

産
鑑
定
士
に
依
頼
し
、
買
い

取
り
価
格
を
決
定
し
て
い
る

よ
う
だ
が
、
そ
の
価
格
に
問

題
は
な
い
の
か
。

町
　
長

　

公
共
事
業
に
よ
る
土
地
買

収
価
格
に
つ
い
て
は
、
社
会

情
勢
及
び
近
隣
地
域
の
土
地

取
引
事
例
価
格
や
不
動
産
鑑

定
士
の
鑑
定
価
格
な
ど
を
基

に
決
定
す
る
こ
と
が
一
般
的

で
あ
り
、
町
に
お
い
て
も
不

動
産
鑑
定
士
の
鑑
定
価
格
な

ど
を
基
に
、
公
共
用
地
の
取

得
及
び
処
分
に
関
す
る
価
格

審
査
委
員
会
に
お
い
て
審
議

の
上
適
正
に
決
定
し
て
い
ま

す
。質

　
問

　

こ
れ
ま
で
土
地
を
買
い
取

る
際
、
地
権
者
に
重
要
事
項

の
説
明
を
し
て
い
な
い
よ
う

だ
が
、
町
西
地
区
も
同
様
の

扱
い
と
す
る
の
か
。

町
　
長

　

町
で
は
公
共
事
業
用
地
の

地
権
者
の
皆
様
に
、
契
約
の

目
的
、
土
地
代
金
や
建
物
等

の
補
償
金
、
相
続
、
権
利
関

係
、
補
償
費
等
の
支
払
い
、

土
地
の
引
渡
し
、
税
金
・
年

金
関
係
等
に
係
る
留
意
事
項

を
重
要
事
項
説
明
書
に
よ
り

説
明
し
て
お
り
、
中
野
地
区

で
も
、契
約
に
当
た
っ
て
は
、

重
要
事
項
を
説
明
し
、
地
権

者
の
皆
様
か
ら
確
認
を
い
た

だ
い
て
い
ま
す
。

　

今
後
、
駅
西
地
区
に
お
い

て
も
同
様
に
重
要
事
項
を
説

明
し
て
ま
い
り
ま
す
。

避
難
生
活

質
　
問

　

避
難
生
活
も
７
年
以
上
経

過
し
、
補
償
賠
償
が
続
か

ず
、
厳
し
い
生
活
を
送
ら
れ

て
い
る
方
も
多
く
見
受
け
ら

れ
る
。
町
長
と
し
て
、
町
民

の
声
を
ど
の
よ
う
に
聞
い
て

い
る
の
か
。

町
　
長

　

毎
年
町
政
懇
談
会
を
県
内

外
で
実
施
し
て
い
る
ほ
か
、

行
政
区
総
会
や
各
自
治
会
の

交
流
会
な
ど
に
も
可
能
な
限

り
出
席
し
、
町
民
の
皆
さ
ま

の
幅
広
い
ご
意
見
・
ご
要
望

を
頂
戴
し
つ
つ
、
町
民
の
皆

さ
ま
の
生
活
再
建
を
始
め
と

し
た
町
全
体
の
復
旧
・
復
興

の
た
め
、
一
丸
と
な
っ
て
鋭

意
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ

で
す
。

質
　
問

　

こ
れ
ま
で
の
一
般
質
問

で
補
償
賠
償
に
つ
い
て
は
、

「
国
・
県
に
要
望
し
て
い
ま

す
」
と
答
弁
し
て
い
る
が
、

ど
の
よ
う
な
回
答
が
き
て
、

ど
の
程
度
ま
で
進
ん
で
い
る

の
か
。

町
　
長

　

７
月
２
日
に
関
係
省
庁
に

対
し
、「
被
害
実
態
に
即
し

た
賠
償
の
実
施
と
長
期
避
難

が
続
く
町
民
の
生
活
再
建
支

援
」
を
含
む
要
望
を
行
う
と

と
も
に
、
７
月
25
日
に
原
子

力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
が

町
内
視
察
に
訪
れ
た
際
に

も
、「
中
間
指
針
の
適
時
的

確
な
見
直
し
や
Ａ
Ｄ
Ｒ
和
解

事
例
の
指
針
へ
の
反
映
」
な

ど
を
要
望
し
、「
地
元
の
要

望
等
に
し
っ
か
り
と
耳
を
傾

け
な
が
ら
、
現
地
の
状
況
に

沿
っ
た
方
針
を
実
現
で
き
る

よ
う
審
議
を
深
め
た
い
」
と

い
っ
た
回
答
が
あ
っ
た
と
こ

ろ
で
す
。

　

併
せ
て
、
被
災
者
の
生
活

再
建
支
援
に
つ
き
ま
し
て

も
、
国
の
「
避
難
指
示
区
域

等
に
お
け
る
被
災
者
の
生
活

再
建
に
向
け
た
関
係
府
省
庁

会
議
」
を
中
心
に
、
国
・
県
・

本
町
を
含
む
関
係
市
町
村
で

構
成
さ
れ
た
「
被
災
者
の
生

活
再
建
課
題
連
絡
会
議
」
や

「
福
島
生
活
再
建
調
整
会
議
」

な
ど
が
す
で
に
開
始
さ
れ
、

今
後
の
被
災
者
の
生
活
再
建

に
向
け
た
課
題
の
共
有
・
対

策
等
の
検
討
を
強
力
に
進
め

て
お
り
ま
す
。

　

引
き
続
き
、
関
係
機
関
と

連
携
し
、
被
害
実
態
に
即
し

た
賠
償
、
具
体
的
な
生
活
再

建
支
援
策
の
充
実
に
つ
い
て

粘
り
強
く
求
め
続
け
て
ま
い

り
ま
す
。

財
政
状
況

質
　
問

　

現
在
の
財
政
状
況
は
。

町
　
長

　

平
成
30
年
３
月
31
日
現

在
の
基
金
残
高
は
６
１
３

億
９
６
０
０
万
２
千
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。
本

議
会
に
上
程
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
し
た
復
旧
復

興
に
係
る
事
業
費
は

２
１
９
億
７
６
７
０
万
１
千

円
（
予
算
額
全
体
の
85
・

４
％
）
と
な
っ
て
お
り
、
そ

の
財
源
は
国
の
東
日
本
大
震

災
復
興
特
別
会
計
に
よ
り
交

付
さ
れ
る
復
旧
復
興
財
源

（
依
存
財
源
）
が
主
な
も
の

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

復
旧
復
興
財
源
は
、復
興
・

創
生
期
間
の
平
成
32
年
度
ま

で
は
交
付
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、
平
成
33

年
度
以
降
に
つ
い
て
は
不
透

明
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
平
成

33
年
度
以
降
に
お
い
て
も
財

源
措
置
は
必
要
不
可
欠
な
も

の
で
あ
り
、
復
興
庁
を
は
じ

め
と
す
る
各
省
庁
へ
財
源
措

置
の
継
続
に
つ
い
て
強
く
要

望
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

双 葉 町 復 興
問

答

復興拠点の土地を不動産鑑定士に鑑定を依頼し、買い取り
価格を決定しているようだが、その価格に問題はないのか。
公共用地の取得及び処分に関する価格審査委員会におい
て審議のうえ、適正に決定している。

町政懇談会
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尾
形
彰
宏
議
員

質
　
問

　

復
興
の
加
速
化
促
進
の
た

め
区
長
会
組
織
の
重
要
性
は

今
後
大
き
く
な
っ
て
い
く
。

世
帯
数
に
応
じ
た
複
数
の
副

区
長
の
設
置
や
、
報
酬
額
の

見
直
し
等
、
組
織
的
強
化
策

に
つ
い
て
の
考
え
は
。

町
　
長

　

行
政
区
長
に
つ
い
て
は
そ

の
職
務
や
任
期
、
報
酬
等
の

支
給
に
つ
い
て
は
条
例
で
規

定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
副
区

長
は
じ
め
、
行
政
区
内
の
組

織
・
運
営
等
に
関
す
る
こ
と

に
つ
い
て
は
規
定
さ
れ
て
い

ま
せ
ん
。

　

行
政
区
の
組
織
・
運
営
体

制
に
つ
い
て
は
、
各
行
政
区

内
で
決
定
す
る
も
の
で
あ

り
、
副
区
長
の
設
置
を
は
じ

め
、
そ
の
職
務
や
任
期
、
報

酬
等
に
つ
い
て
も
ま
ち
ま
ち

で
す
。
組
織
的
強
化
策
に
つ

い
て
は
、
震
災
以
降
、
各
行

政
区
が
色
々
な
事
情
等
を
抱

え
て
お
り
、
町
側
か
ら
一
方

的
な
働
き
か
け
だ
け
で
進
め

ら
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
今

後
と
も
各
行
政
区
か
ら
の
意

見
を
頂
戴
し
な
が
ら
、
検
討

を
進
め
る
課
題
で
あ
る
考
え

て
い
ま
す
。

復
興
シ
ン
ボ
ル
軸

質
　
問

　

復
興
シ
ン
ボ
ル
軸
の
工
事

が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
そ

の
中
心
で
あ
る
通
称
『
羽
鳥

街
道
』
は
雑
木
や
雑
草
に
覆

わ
れ
て
い
る
。
取
り
急
ぎ
、

刈
り
払
い
・
除
染
す
る
計
画

は
あ
る
の
か
。

町
　
長

　

復
興
シ
ン
ボ
ル
軸
周
辺

の
除
染
に
つ
き
ま
し
て
は
、

２
０
２
０
年
春
の
避
難
指
示

の
一
部
先
行
解
除
時
ま
で
に

は
一
定
の
良
好
な
環
境
が
確

保
さ
れ
る
よ
う
、
環
境
省
に

計
画
的
な
実
施
を
要
望
し
て

ま
い
り
ま
す
。

質
　
問

　

復
興
シ
ン
ボ
ル
軸
建
設
の

進
捗
状
況
は
。

町
　
長

　

工
事
に
つ
い
て
は
、
大
門

橋
の
架
替
に
伴
う
旧
橋
撤

去
、
下
部
工
及
び
地
盤
改
良

工
は
既
に
発
注
、
Ｊ
Ｒ
常
磐

線
跨
線
橋
に
つ
い
て
も
下
部

工
１
基
は
既
に
発
注
し
、
着

工
は
年
度
内
の
予
定
、
供
用

開
始
時
期
に
つ
い
て
は
、
Ｊ

Ｒ
常
磐
線
跨
線
橋
部
分
等
一

部
区
間
が
暫
定
供
用
と
は
な

る
も
の
の
、（
仮
称
）
双
葉

イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
供
用
開

始
と
同
時
期
を
予
定
し
て
い

る
こ
と
を
確
認
し
て
お
り
ま

す
。

復
興
見
学
バ
ス
ツ
ア
ー

質
　
問

　

町
で
は
復
興
建
設
工
事
が

着
々
と
進
ん
で
い
る
。
現
状

に
つ
い
て
、
よ
り
多
く
の

方
々
に
知
っ
て
も
ら
う
た
め

に
、
見
学
の
た
め
の
バ
ス
ツ

ア
ー
を
企
画
し
て
は
。

町
　
長

　

当
町
は
、
現
在
も
全
域
避

難
指
示
が
出
さ
れ
て
お
り
、

帰
還
困
難
区
域
に
お
い
て

は
、町
民
の
一
時
立
入
り
や
、

公
益
目
的
立
入
り
に
限
っ
て

立
入
り
を
認
め
て
い
る
状
況

で
あ
り
、
か
つ
復
興
事
業
の

進
捗
に
伴
い
、
工
事
車
両
も

頻
繁
に
行
き
来
し
、
安
全
確

保
に
万
全
を
期
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
こ
と
か
ら
、
避
難

指
示
の
解
除
ま
で
は
、
バ
ス

ツ
ア
ー
の
企
画
等
に
は
制
約

が
あ
る
も
の
と
認
識
し
て
い

ま
す
。　

　

こ
の
よ
う
な
中
で
は
あ
り

ま
す
が
、
昨
年
、
県
の
主
催

に
よ
り
、
モ
ニ
タ
ー
ツ
ア
ー

と
し
て
国
道
６
号
を
縦
断
す

る
「
ろ
く
バ
ス
」
が
運
行
さ

れ
て
お
り
、
車
窓
内
か
ら
で

は
あ
り
ま
す
が
、
当
町
の
国

道
６
号
周
辺
の
現
状
も
見
学

い
た
だ
い
た
と
こ
ろ
で
す
。　

復
興
の
現
状
を
多
く
の
方
々

に
理
解
を
い
た
だ
く
こ
と

は
、
大
変
重
要
で
あ
る
と
考

え
て
い
ま
す
。　

　

当
町
で
は
、
２
０
２
０
年

春
に
、
避
難
指
示
解
除
準
備

区
域
及
び
双
葉
駅
周
辺
の
一

部
に
お
い
て
避
難
指
示
の
解

除
を
目
標
と
し
て
掲
げ
て
お

り
、
そ
の
後
に
は
、
県
が
整

備
を
進
め
る
ア
ー
カ
イ
ブ
拠

点
施
設
や
、
町
の
産
業
交
流

セ
ン
タ
ー
も
完
成
す
る
見
込

み
で
す
。
町
に
多
く
の
人
を

呼
び
込
み
、
町
の
再
生
に
つ

な
げ
て
い
く
た
め
、
安
全
確

保
を
図
り
つ
つ
、
そ
れ
ら
を

核
に
し
た
原
子
力
災
害
復
興

ツ
ー
リ
ズ
ム
の
推
進
に
向

け
、
関
係
機
関
と
連
携
し
て

検
討
を
深
め
て
ま
い
り
ま
す
。

区 長 会 の 組 織 強 化
問

答

行政区内世帯数に応じた複数の副区長の設置や、報酬額
の見直し等、組織強化策についての考えは。
各行政区からの意見を頂戴しながら、検討を進める課題
であると考えている。

羽鳥街道（30.11.12撮影）
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高
萩
文
孝
議
員

質
　
問

　

復
興
ま
ち
づ
く
り
会
社
に

つ
い
て
、
官
民
合
同
チ
ー
ム

の
支
援
の
も
と
、
検
討
が
本

格
化
し
て
い
る
と
聞
く
が
、

今
後
の
通
し
は
。

町
　
長

　

町
商
工
会
・
町
内
で
の
事

業
再
開
事
業
者
・
イ
ベ
ン
ト

等
実
施
団
体
な
ど
町
民
を
主

体
と
し
た
メ
ン
バ
ー
で
設
立

検
討
委
員
会
を
立
ち
上
げ
、

復
興
ま
ち
づ
く
り
計
画
推
進

会
議
幹
事
会
で
検
討
し
取
り

ま
と
め
た
事
業
内
容
（
案
）

に
対
し
て
、
町
民
目
線
で
ご

意
見
を
い
た
だ
く
と
と
も

に
、
組
織
設
立
当
初
に
行
う

べ
き
事
業
の
明
確
化
を
図

り
、
役
割
、
組
織
体
制
（
案
）

な
ど
も
ま
と
め
た
基
本
方
針

を
策
定
し
て
い
く
考
え
で

す
。

　

そ
の
後
、
設
立
準
備
会
を

立
ち
上
げ
、
事
業
戦
略
や
資

金
計
画
な
ど
更
に
具
体
的
な

検
討
を
進
め
る
と
と
も
に
、

組
織
体
制
の
整
備
を
図
り
、

年
度
内
の
な
る
べ
く
早
い
時

期
で
の
設
立
を
め
ざ
し
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

中
野
地
区

復
興
産
業
拠
点

質
　
問

　

今
後
の
立
地
の
進
展
の
見

通
し
は
。

町
　
長

　

８
月
28
日
に
、
株
式
会
社

ア
ル
メ
デ
ィ
オ
と
の
間
で
、

第
１
号
の
立
地
協
定
を
締
結

し
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
詳
細
協
議
を
進

め
て
い
る
約
20
社
と
の
協
議

及
び
申
請
内
容
の
審
査
を
進

め
、
協
議
が
整
っ
た
企
業
か

ら
順
次
、
協
定
を
締
結
し
、

賃
貸
契
約
そ
の
他
の
諸
手
続

き
を
行
い
、
事
業
用
地
を
お

渡
し
し
て
い
き
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
。

ア
ー
カ
イ
ブ

拠
点
施
設
等

質
　
問

　

ア
ー
カ
イ
ブ
拠
点
施
設
や

復
興
記
念
公
園
の
進
捗
状
況

は
。町

　
長

　

県
が
整
備
を
進
め
て
い

る
、
ア
ー
カ
イ
ブ
拠
点
施
設

や
、
復
興
祈
念
公
園
は
、
未

曽
有
の
大
震
災
及
び
原
発
事

故
に
よ
る
犠
牲
者
の
追
悼
・

鎮
魂
や
、
記
録
や
教
訓
の
伝

承
、
復
興
へ
の
強
い
意
志
の

発
信
を
目
的
と
し
て
い
る
だ

け
で
な
く
避
難
指
示
解
除
後

の
当
町
に
人
を
呼
び
込
み
、

町
の
再
生
に
つ
な
げ
る
う
え

で
も
、
大
変
重
要
な
使
命
を

帯
び
て
い
る
も
の
で
す
。

　

ア
ー
カ
イ
ブ
拠
点
施
設

は
、
２
０
２
０
年
夏
の
オ
ー

プ
ン
に
向
け
、
土
地
の
造
成

が
本
年
末
に
完
了
し
て
、
年

度
内
に
建
設
に
着
手
さ
れ
る

予
定
で
す
。
ま
た
、
復
興
祈

念
公
園
は
、
７
月
に
基
本
計

画
が
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
と

こ
ろ
で
あ
り
、
２
０
２
０
年

の
一
部
利
用
に
向
け
、
現
在

基
本
設
計
が
行
わ
れ
て
い
る

と
こ
ろ
で
す
。

　

こ
れ
ら
の
施
設
が
遅
滞
な

く
整
備
さ
れ
、
大
勢
の
来
訪

者
で
に
ぎ
わ
う
も
の
と
な
る

よ
う
、
県
を
は
じ
め
と
す
る

関
係
機
関
と
連
携
を
図
っ
て

ま
い
り
ま
す
。

帰
町
に
向
け
た
検
討

質
　
問

　

帰
町
に
向
け
て
想
定
さ
れ

る
課
題
や
対
応
、
今
後
の
検

討
の
進
め
方
は
。

町
　
長

　

帰
町
の
大
前
提
と
な
る
避

難
指
示
解
除
に
つ
い
て
は
、

２
０
２
０
年
春
に
避
難
指
示

解
除
準
備
区
域
と
駅
周
辺
の

一
部
区
域
の
先
行
的
な
避
難

指
示
解
除
、
２
０
２
２
年
春

頃
ま
で
に
特
定
拠
点
全
域
の

避
難
指
示
解
除
を
目
指
し
て

取
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

避
難
指
示
解
除
準
備
区
域

は
町
域
の
わ
ず
か
４
％
で
あ

り
、
こ
の
地
区
の
み
で
生
活

圏
を
形
成
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
こ
と
か
ら
、
住
民
の
帰

還
及
び
居
住
の
開
始
に
つ
い

て
は
、
２
０
２
２
年
春
頃
を

目
指
し
て
い
る
特
定
復
興
再

生
拠
点
区
域
全
域
の
、
避
難

指
示
解
除
に
合
わ
せ
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

　

想
定
さ
れ
る
課
題
と
し
て

は
、
こ
れ
ら
の
段
階
的
な
避

難
指
示
解
除
方
針
を
踏
ま

え
、
住
民
の
帰
還
に
向
け
て

必
要
不
可
欠
な
各
種
都
市
機

能
の
回
復
や
、
役
場
機
能
の

回
復
も
含
め
た
住
民
サ
ー
ビ

ス
の
再
開
に
関
し
、
具
体
的

な
段
取
り
を
定
め
る
な
ど
、

帰
還
に
向
け
た
プ
ロ
セ
ス
を

明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

さ
ら
に
、
特
定
復
興
再
生

拠
点
区
域
内
の
放
射
線
量

は
、
既
に
自
然
減
衰
等
で
相

当
程
度
下
が
っ
て
い
る
と
見

込
ま
れ
て
い
ま
す
。
放
射
線

量
の
こ
う
し
た
状
況
な
ど
を

検
証
し
、
２
０
２
２
年
春
の

特
定
復
興
再
生
拠
点
区
域
全

域
の
避
難
指
示
解
除
に
向
け

て
、
拠
点
内
の
立
入
規
制
の

あ
り
方
に
つ
い
て
も
、
検
討

を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

今
後
、
帰
町
に
向
け
た
基

本
的
な
方
針
の
案
を
ま
と

め
、
年
内
を
め
ど
に
方
針
を

決
定
す
る
こ
と
を
目
指
し
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

復 興 ま ち づ く り 会 社
問

答

官民合同チーム（福島相双復興推進機構）の支援のもと、
検討が本格化していると聞くが、今後の見通しは。
年度内のなるべく早い時期での設立を目指したいと考え
ている。

アルメディオとの企業立地協定締結式
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 第11回　全国原子力発電所立地議会サミット
～参加者レポート～

　10月30日・31日、東京品川プリンスホテルにおいて、第11回全国原子力発電所立地議会サ
ミットが開催されました。今回のテーマは「これからの日本のエネルギー政策と原子力のあ
り方　～原子力発電と立地自治体の方向性～」。基調講演、分科会を経て、サミット宣言が
採択されました。参加した議員の所感（要約）は次のとおりです。

佐々木議長
　原発事故により、今も故郷に戻ることができない中、
全国原子力発電所立地議会サミットに参加して、事故
の重大さを全国の立地自治体はもとより、全国民に現
実問題として発信していく必要があると感じた。

清川議員
　福島第一の事故後、立地自治体では再稼働や廃炉、
建設中の原子力発電所を抱え、様々な問題に直面して
いる。住民の安全・安心を大前提に、最終処分場の確
保を含め、国が前面に立って今後の原子力政策を進め
ていくべきである。

高萩議員
　資源が少ない日本において、原子力政策は国民全体
の問題である。事業者がいくら丁寧に説明しても限界
がある。もう少し国が前面に立って、国民に理解を得
られるよう努力する必要がある。最終処分についても、
もう少しスピード感を持って対応してほしい。

石田翼議員
　原発事故被災地域の再生と各立地市町村の廃炉の問
題、廃炉に対する税制度・交付金のあり方等、安全な
放射性物質の取り出し、処理、処分について、国が責
任を持って取り組んでいただき、帰還困難区域の復興
を成し遂げていただきたいと思います。

岩本副議長
　原発事故を経験した我々としては、原発再稼働は安
全最優先に新規制基準適用を強化することと、福島第
一原発は、事故による廃炉なので、国が責任を持って、
復興財源や復興施策を縮小することなく、長期的に継
続すべきである。

菅野議員
　第11回全国原子力発電所立地議会サミットでは、福
島第一原子力発電所事故により、避難生活を余儀なく
されている人たちに、国に対して健康と安定した生活
の確保と、被災地の復興などがサミット宣言に盛り込
まれた。

羽山議員
　地域の再生と廃炉計画という第５分科会に出席、全
国原子力発電所の立地自治体が出席され、私たちの意
見を聞かれた。大臣・各庁の皆様、是非私たちの意見
を反映してほしいと、痛切に思います。

尾形議員
　今回のサミットでは、双葉町での復興・除染・建設
現場での現状報告と要望、国民保護法でのJアラート
の原発事故追加定義づけ、そして、廃炉とバックエン
ド問題との連動性について、ご理解とご協力をお願い
しました。
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今
回
の
１
２
５
号
は
、
9
月
定
例
議
会
と
第
11
回
全
国

原
発
サ
ミ
ッ
ト
で
の
内
容
が
中
心
に
な
り
ま
す
。

　

年
の
瀬
も
迫
り
、
来
年
は
い
よ
い
よ
新
し
い
年
号
が
始

ま
り
ま
す
。
皆
様
に
も
、
健
康
に
留
意
し
良
き
年
末
年
始

が
送
れ
る
よ
う
願
っ
て
お
り
ま
す
。

　
　
　
　
　

�

（
尾
形
）

【
編
集
委
員
会
】　　

　

委�

員�

長　

石
田　
　

翼

　
　
　

副
委
員
長　

尾
形　

彰
宏

　
　
　

委　
　

員　

高
萩　

文
孝

　
　
　

委　
　

員　

岩
本　

久
人

編
集
後
記

９　

月

３
日　

福
島
県
原
子
力
発
電
所
所
在
町
協
議
会
要
望
活
動

６
日
～
12
日　

平
成
30
年
第
３
回
定
例
会

９
日　

福
島
県
消
防
協
会
双
葉
支
部
幹
部
大
会

12
日　

第
２
回
双
葉
町
表
彰
審
査
会

15
日　

双
葉
町
敬
老
会

18
日　

双
葉
地
方
町
村
会
・
議
長
会
合
同
要
望
活
動

25
日　

中
野
地
区
復
興
産
業
拠
点
に
お
け
る
企
業
立
地
協
定
締
結
式

26
日　

浪
江
地
区
防
犯
団
体
連
合
会
総
会

29
日　

ふ
た
ば
ワ
ー
ル
ド
in
な
み
え

10　

月

２
日　

双
葉
郡
県
出
身
職
員
と
の
懇
談
会

６
日　

ふ
た
ば
ス
ポ
ー
ツ
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
２
０
１
８

　
　
　

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
デ
ー
・
フ
ェ
ス
タ
in
ふ
た
ば

11
日　

第
31
回
総
合
美
術
展
・
第
５
回
双
葉
町
民
作
品
展
覧
会

12
日　

双
葉
地
方
町
村
会
・
議
長
会
合
同
要
望
活
動

14
日　

双
葉
町
民
ゴ
ル
フ
表
彰
式

16
日　

双
葉
郡
並
び
に
富
岡
町
戦
没
者
追
悼
式

23
日　

福
島
県
町
村
議
会
議
員
研
修
会

24
日　

全
国
原
子
力
発
電
所
所
在
市
町
村
協
議
会
50
周
年
記
念
大
会

27
日　

栴
檀
祭
（
双
葉
町
立
幼
稚
園
・
小
中
学
校
）

30
日
～
31
日　

第
11
回
全
国
原
子
力
発
電
所
立
地
議
会
サ
ミ
ッ
ト

11　

月

３
日　

双
葉
町
表
彰
式

７
日　

大
洗
町
議
会
総
務
常
任
委
員
会
行
政
視
察
研
修
（
双
葉
町
内
）

８
日　

平
成
30
年
第
４
回
臨
時
会

10
日　

双
葉
町
消
防
団
検
閲
式

15
日　

双
葉
町
減
容
化
施
設
（
中
間
貯
蔵
施
設
）
に
お
け
る
廃
棄
物

　
　
　

処
理
業
務
起
工
式

21
日　

第
62
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大
会

27
日　

県
道
井
出
長
塚
線
・
長
塚
請
戸
浪
江
線
（
復
興
シ
ン
ボ
ル
軸
）

　
　
　

安
全
祈
願
祭
・
起
工
式

30
日　

双
葉
地
方
広
域
市
町
村
圏
組
合
議
会
定
例
会

議会のうごき

　郡山市「ユラックス熱海」において、県内町
村議会議員を対象とした研修会が行われました。

◆土地の取得について　⇒　原案可決（賛成多数）
・�中野地区復興産業拠点整備事業用地の一部として、双葉町大字中野地内の土地、9,081.70㎡を取得す
るため。

◆双葉駅西地区住宅団地等整備事業業務委託契約の締結について
　　　　　　　　　　　⇒　原案可決（賛成全員）
・�双葉駅周辺及び駅西地区住宅団地等整備事業（第一工区）に係る造成工事及びその工事に必要な調査・
測量・設計等に関する業務委託契約を締結するため。　契約金額106億8063万5千円

第４回臨時会  11月８日

福島県町村議会議員研修会
平成30年10月23日


